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民 法 Chapter 33

 

 賃貸借契約に関する次の記述のうち、判例に照らし、妥当なものはど
れか。なお、各記述に記載されている事実のほかに特段の事情は⽣じて
いないものとする。 

１ Ａが、Ｂ所有の甲建物をＢから賃借し、その際、ＡがＢに対して
敷⾦を交付した場合において、ＡがＢの承諾を得て本件賃貸借に基
づく賃借権をＣに譲渡したときは、特段の事情がない限り、本件敷
⾦に関する権利義務関係はＣに承継されず、ＢはＡに対して本件敷
⾦を返還しなければならない。 

２ Ａが、Ｂ所有の甲建物を賃借していたところ、Ａが有益費を⽀出
した後に、賃貸⼈がＢからＣに交替した場合、Ａは、原則としてＢ
に対して有益費の償還請求をすることができる。 

３ Ａが、Ｂ所有の甲建物を賃借し、Ａが有益費を⽀出して同建物に
増築部分を付加して同建物と⼀体とした場合において、後にその増
築部分が隣家の⽕災により類焼して失われたときにも、Ａは、Ｂに
対して増築部分につき有益費の償還請求をすることができる。 

４ Ａが、Ｂ所有の甲建物を賃借していたが、Ｂの承諾を得ずにＣに
転貸していた場合、ＢがＣに対して甲建物の明渡しを請求するため
には、Ｂは、Ａとの賃貸借契約を解除しなければならない。 

５ Ａが、Ｂ所有の甲建物を賃借し、Ｂの承諾を得てＣに転貸してい
た場合、ＡとＢが賃貸借契約を合意解除したときは、Ｂは、この合
意解除をもって、Ｃに対して甲建物の明渡しを請求することができ
る。 
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正解 

5１ ［貸借型契約］賃貸借 

 

１ 妥当である 

 ⺠法622条の２第１項柱書は、「賃貸⼈は、敷⾦（いかなる名⽬による
かを問わず、賃料債務その他の賃貸借に基づいて⽣ずる賃借⼈の賃貸⼈
に対する⾦銭の給付を⽬的とする債務を担保する⽬的で、賃借⼈が賃貸
⼈に交付する⾦銭をいう。……）を受け取っている場合において、次に
掲げるときは、賃借⼈に対し、その受け取った敷⾦の額から賃貸借に基
づいて⽣じた賃借⼈の賃貸⼈に対する⾦銭の給付を⽬的とする債務の額
を控除した残額を返還しなければならない。」と規定し、同項２号は、
「賃借⼈が適法に賃借権を譲り渡したとき。」を掲げている。この規定
は、⼟地賃借権が賃貸⼈の承諾を得て旧賃借⼈から新賃借⼈に移転され
た場合であっても、敷⾦に関する権利義務関係は、特段の事情のない限
り、新賃借⼈に承継されないとした判例法理（最判昭53.12.22）を明
⽂化したものである。 

２ 妥当でない 

 判例は、賃借⼈が有益費を⽀出後、賃貸⼈が交替した場合、特段の事
情のない限り、新賃貸⼈が償還義務者たる地位を承継するから、賃借⼈
は旧賃貸⼈に有益費の償還を請求することができないとしている（最判
昭46.２.19）。 

３ 妥当でない 

 賃借⼈の賃貸⼈に対する有益費償還請求が認められるのは、その価格
の増加が請求時に現存する場合に限られる（⺠法608条２項、196条２
項）。したがって、Ａによる増築部分が類焼により失われたときは、有
益費の償還請求をすることはできない（最判昭48.７.17参照）。 
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４ 妥当でない 

 判例は、無断転貸を承諾しない賃貸⼈は、賃貸借契約を解除すること
なく、直接に転借⼈に対して明渡しを請求することができるとしている
（最判昭26.５.31）。なお、賃貸⼈の承諾がない場合であっても、賃借
権の譲渡・転貸が背信⾏為にあたらないために賃貸借契約の解除が許さ
れないときは、賃借権の譲受⼈・転借⼈は、その権利を賃貸⼈に対抗し
得るとされる（最判昭36.４.28）。 

５ 妥当でない 

 ⺠法613条３項は、「賃借⼈が適法に賃借物を転貸した場合には、賃貸
⼈は、賃借⼈との間の賃貸借を合意により解除したことをもって転借⼈
に対抗することができない。」と規定している。この規定は、適法な転
貸借がされた場合において、賃貸⼈と賃借⼈が賃貸借契約を合意解除し
ても、賃貸⼈はその解除をもって転借⼈に対抗することができないとす
る判例法理（⼤判昭９.３.７）を明⽂化したものである。 

 以上により、妥当なものは肢１であり、正解は１となる。 


